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　わが国の安全保障問題は，日米安保条約の昭和35年
における改訂以後10年間の固定有効期限が終了する昭
和45年をひかえて，一段ときびしく論議されるように
なってきた。この機会に日本国憲法が制定されてから
今日までの，国会論議・政策実態・学説などを整理し
て，日本国憲法が意図した「平和」・「安全保障」問
題の核心は何かを，憲法的な原点にたって明らかにす
ることは，きわめて有意義なことといえよう。
　今回のわれわれの研究は，その憲法的な原点ともい
うべき憲法第9条「戦争の放棄」条項の制定意図・解
釈・運用実態・政治効果などを客観的な資料にもとつ
いて，究明することである。と同時に究極にはこの研
究を通じて，上のわが国における「平和」・「安全保
障」問題の核心にふれるための試みでもある。
　さて日本国憲法は周知のように早くから改正の提案
があった。この憲法改正の提案は，「明治憲法」の体
制に強い郷愁をもつ反動復古勢力が現憲法に対して
　「押しつけられた憲法」のイメージを国民に章伝する
ことで主張されつづけていることもさることながら，
なによりも大きな改憲提案の要因は，いわゆる「反共
防壁」とLて，わが国の再軍備政策を推進するうえ
に，そのガンともいうべき，憲法第9条「戦争の放棄」
条項を中心とする日本国憲法の平和主義の原理を，変
質化させることであった。したがって，憲法第9条に
関する直接・間接の資料に，その量において膨大であ
り，あらゆる憲法問題に関連して存在するといってよ
いであろう。
　この研究では，まずこの膨大な資料を適切に整理
し，問題の核心を把握するために取捨選択する作業か
らはじめなければならないのであるが，これはたいへ
んに困難で骨の折れる作業である。ただ，わが国の
「平和」・「安全保障」の問題は，すでに単なる机上
の抽象論理的な研究課題ではなく，つねに国際・国内
の政治・経済・社会的諸要件に影響されながら直接・
間接的に具体的な国民生活と密接に関連している実践
的な研究課題であることを考えるならば，第9条に関
する資料の整理も「平和」・「安全保障」に関する政
治的・経済的・社会的実態の流れにしたがってすすめ
られねばならないという一応の整理基準をたてること
はできる。そこで本研究ではこの整理基準にもっとも
なじめる方法として，日本国憲法が制定されてから現
在までを第9条に関連していくつかの時代に区分し，
それぞれの時代区分のなかで，顕著に第9条の制定意
図・解釈・運用実態・政治効果などに影響をもった資
料を中心としてこれを整理してみることにした。今回
の報告はこのような時代区分について若干の説明をす
ることにとどまったものである。
　まず第1期は昭和20年から22年までの憲法成立期で
ある。この時期は国民世論に歓迎された第9条の真意
を明らかにする資料が中心となることは明らかであ
るQ昭和22年に早くも徴候をみせはじめたアメリカの
占領政策転換期に，できたばかりの憲法の民主的な諸
原理は随所で破壊されはじめられると同時に，保守イ
デオロギーによる反共防壁論は，第9条無用論につな
がり，それが昭和25年の朝鮮動乱勃発による警察予備
隊の創設によって，はっきりと第9条空洞化政策と結
びついた（第2期）。したがって，この時期は政治的
発言が具体的な政策と結びついていく過程を明らかに
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する資料の整理となる。その昭和25年から昭和29年に
自衛隊が発足するまでの再軍備政策進行期（第3期）
は，講和成立と同時に発足した日米安保体制と，自衛
隊の成長とが表裏一体となって，第9条の空洞化を現
実に促進させる実態を探る資料の整理である。
　再軍備の進行，日米安保体制の強化に対抗して，昭
和29年の終り頃から，いわゆる護憲運動展開期（第4
期）を迎える。この時期には革新陣営の護憲運動や軍
事基地反対闘争が活発化し，第9条に関する国民意識
の分裂をつくり，そのまま，60年安保改定期のあのド
ラマチックな国会デモに結びついていった。この2つ
の時期の資料はもちろんこのような国民意識の分裂状
況を示すもののほかに，憲法調査会の膨大な報告書，
砂川事件の判決などである。しかし，60年安保改定後
は，池田内閣による経済成長政策によって，表面上は
安保問題鎮静期（第5期）に入る。したがってはなや
かな政治的発言や事件がないかわりに，産業・経済と
再軍備とが密接に結びついた時期である。だからこの
時期は経済成長にともなって台頭した防衛産業の発展
が，第9条の空洞化をさらに一層実質化していく状況
を明らかにする資料を必要とするだろう。
　それでもなお，憲法第9条と自衛隊との関係につい
て，政治的・社会的発言はともかく違憲・合憲の法的
判断ははっきりせず，国民の最大関心事であったが，
それがはっきりと結着をつけられるであろう，と期待
されたのが昭和38年からはじまった恵庭事件公判期
（第6期）の4年間であった。がそれも結局は国民の
期待をうらぎる結果に終った。そして昭和42年頃から
70年安保問題期（第7期）に入ったのである。この時
期にはベトナム戦争の暗い影，沖縄返還問題新しい
大衆運動の波が「平和」・「安全保障」問題における
国民意識に新たな問題をなげかけつつある。このよう
な状況のなかで憲法第9条は正直にいって核3原則を
政府に守らせる歯どめの役割ぐらいしかない。この3
原則すら沖縄返還O．態禄によってはどうなるか予測で
きない状況である。
　以上が今回の報肯であるが，前にものべたように，
これはこの研究の下準備の報告にすぎない。本格的な
研究報告は今後に期待していただきたい。
　　　　　　　　　　　　　　（筆責，中原精一）
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